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は じ め に
この2,30年 間 に,消 費者,企 業,地 方 自治体,国,国 際社会等 において
環境 問題 の重要性が声高 に叫 ばれ るよ うになった。大 きな環境事故 とな った
もの として イタ リア ・セベ ソの化学工場事故,イ ン ド ・ボパー ルの化学工場
爆発,旧 ソ連 ・チ ェルノブイ リ原子力発電所事 故,ス イス ・バ ーゼルの有 害
化学物質 の河川流 出,さ らに はアメ リカ ・アラスカ沖 の原油流 出事故,最 近
で はイ ラク湾岸戦争 に よる原油流 出か ら生 じた海 洋汚染等が あ る。
特 に1989年3月,ア ラスカ沖 でエ クソン社 のタ ンカー 「バル デ ィーズ号 」
か ら流 出 した原 油で,2,000kmに及 ぶ海岸線 が汚 染 された事故 で は,同 社 は
そ の処理 の ため に1,000億円 の費 用 と1年 以 上 の期 間 を要 した。 この大事 故
29
を契機に,企 業の守 るべ き環境原則 をこのタンカーの名 をとって 「バルディ
ーズ原則」 として天然資源の持続的な活用,廃 棄物処理 とその削減,損 害賠
償,情 報公開,監 査の公表等10原則か ら成 るものを定 め,企 業の環境責任 を
問 う運動が起 こっている。
本稿では,特 に企業経営 と環境問題 に焦点 を当て検討する。軽油 を使い黒
い排気ガスを大量 に出 している廃品回収 自動車で も 「地球にやさしく」「地
球 を大切 に」 と書 いたステ ッカー を貼 りつ け街 を走 ってい る。"Savethe
earth"という文字 も見かける。 こども向けか ら一般専門書 まで4,288点を75
項 目に分類 ・収録 した,地 球 と人類 を考 える初 めての網羅的環境 図書 目録
「エコブックガイ ド'92」等 も出版 されるまでにな り,書店 には環境問題 に関
する書物があふれている。環境問題 を単なるかけ声だけの広報宣伝のための
流行語 に終 らせてはな らない。
本稿では,環 境問題が どのような特質をもっているか,具 体的に,環 境先
進国 ドイツにおいて企業経営 との関係で どのような規制が とられ,そ れにた
いして企業が どのように対応 しているか,そ のような環境問題 に企業会計が
どのようにかかわ り,ど のように対応 していこうとしているかに関 し論 じる。
1現 代 における環境問題の特質
現代 における環境問題 は地球規模であ り,人類及びその他の全生物 にかか
わる問題である。
現代 における環境問題 を過去における公害問題 と対比 しなが らその特質 を
述べれば,以 下のようである。
第1に,従 来の公害問題では,有 形無形 の有害物質 の周辺への拡散 によっ
て生ずることが多かったが,環 境問題 においては,問 題 となる物質それ自体
が必ずしも有害 とは限 らない。
第2に,過 去の公害問題 においては,そ の原因を解明することがその解決
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策につながることが多かったが,環 境問題 においては,加 害者 と被害者 とが
はっ きりとしていないために,そ れな りの対応が とれない。CO2の排出源 は,
工場 ばか りでな くs我々が 日常生活で利用する冷暖房装置,自 動車か らも生
じる。
第3に,環 境問題イコールエネルギー問題 と言われるほど両者 は密接不可
分な関係 にある。過去の公害対策 においては,代 替品の開発 を基本的な対策
法 として きたが,例 えば,CO2問題 において直接的なCO2の排出規制 は,エ
ネルギーの抑制 につながる。 これ は人類 の生活水準の向上や産業活動の発展
をス トップさせることにな り,実 際問題 としては非常に困難なこととなる。
第4に,か つての公害問題 は,限 られた地域 の問題であったが,現 代 にお
ける環境問題 は広範囲,か つ地球規模である。
第5に,以 前の公害問題のようにある産業の特定のプロセスを改良 ・改善
すれば問題が解決す るというような単純 なものではな く,現代の環境問題 に
1)
関 しては科学的に解明 されない部分が多数 ある。
工業化地域の拡大,人 口増加,異 常気象等によって地球環境 は,ま すます
悪化 している。現代 までに注 目の的 となっている地球環境問題の主なもの と
して は,以 下のものがある。
(1)地球温暖化現象
人間の活動の結果,排 出され る温室効果ガスによる温暖化現象が最 も深刻
であ り,エ ネルギー政策,CFCそ の他オゾン破壊物質 の規制等 と大 いにか
かわっている。
(2)オゾン層の破壊
CFCその他ハロカーボン類 の生産 と利 用によってオゾン層が破壊 され,
有害 な紫外線 の増加で生物 の細胞内の核酸が傷つけられ,病 気 ・障害が頻発
する。
(3)酸性雨被害の増加
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酸性度の強い降雨(pH4以上)に よって森林,田 畑,建 造物,水,人 体
に深刻 な被害を与 える。
(4)海洋 ・河川汚染
人類が排出する汚染物質が海洋 ・河川に急増 し,自然浄化作用が追いつか
な くなった。
⑤ 廃棄物の爆発的増加
生活の多様化に伴 う一般廃棄物の増加,活 発な産業活動の結果生ずる産業
廃棄物 の激増で,廃 棄物処分の場所の確保が困難 となり,い わゆる 「ゴミ問
題」が緊急の課題 となっている。産業物問題 に関 しては,こ の他 に有害廃棄
物の処理 ・越境移転の問題 もある。
⑥ その他の地球環境問題
熱帯雨林の減少,砂 漠化の進行,野 生生物の減少,人 口政策,南 北問題,
東欧の環境再生等の問題が考えられる。
また更 に,環 境問題 をむずかし くしているのは,こ れ らの問題が相互にか
2)
かわ りあって複雑 な関係 を生み出 していることである。
llド イツ政府及び企業の環境問題への対応
パ リG7ア ル シュサ ミッ ト(1989年7月)は,環 境問題 に焦点 を当てた画
期 的な経済宣 言で あったが,宣 言 だけで終 わ り,政 策や新 しい取組 みが な さ
れ ないので はないか とい う懸念が あった。 そ こでG7ヶ 国が具体的 に どの よ
うな行動 を とったか を評価 す る作業 を共同 で行 った。 まず,環 境 問題 を6つ
の項 目に分 け,す べ ての項 目につ き,一 定 の基準 となる設問 を設 け採点 した。
これ ら は 「環 境 サ ミ ッ ト'90」と銘 打 ち,G7の リー ダ ーが ヒ ュー ス ト
ン ・サ ミッ トで顔 を合 わせ る1日 前 に,記 者会見で発表 され た。環境サ ミッ
ト'90は,環境保護 団体 が共 同 で先 進7ヶ 国 の環境政 策 と行動 を比較 す る作
3}
業 を行 っ た最 初 の 試 み で あ る。
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この試 みで トップの成績 をとったの は ドイ ツであ った。
G7環 境サ ミット成績表(1990年)
ウェイ ト 西ドイツ フランス イギリス カナダ アメリカ 日 本 イタリア
地球温暖化 20 14 10 6 6 6 6 10
生物の多様性の保護 20 12 10 8 8 12 4 4
海洋汚染 15 9 fi 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5
人口政策 Za 14 10 10 12 4 12 4
東欧の環境再生 1Q 8 6 5 2 s 4 」
南北問題 15 fi 6 6 6 s 6 3
100 63 48 42.5 41.5 41.5 39.5 33.5
注:最 終 的 な個々の問題 と国別の スコアは各 ウェ イ トで調整 した 上で,100点満点 で評
価 された。 全体 の スコアを計 算 する際 に,地 球温暖化,生 物 の多様性 の保護 ,人 口政
策 のそれぞれ に20%のウェイ トが与 え られ,海 洋汚染 と南北問題 にそれぞれ15%が,
そ して東欧 の環境再生 に10%が与 えられた。
順位表
#1西 ドイ ツー 良
#2フ ラ ンス ー普 通
#3イ ギ リスー不 可
#4カ ナ ダー不 可
#5ア メ リカ 一ー不 可
#6日 本 一 不 可
#7イ タ リアー(最)不 可
出所:地 球 の友編 「市 民が地球 を採点 したm境 サ ミッ ト'90-」岩波ブ ックレットNo216
1.ドイツ包装廃棄物回避 に関する政令
(1)政令の概要
1991年6月21日「包装廃棄物回避 に関す る政令」が公布 された。同政令の
意図す るところは,リ サイクルの強力な推進,有 限な資源のムダ遣いを押 え,
環境保護を図 る点にある。91年12月1日か ら実施 され る輸送包装材の再利用
と再生 は公布か ら発効 まで5ヶ 月の猶予期間 しかなかった。同政令 は本質的
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に販売,二 重,輸 送包装の リサイクルに関 しドイツ国内の業者を対象 として
いるが,海 外輸出企業 も,ド イツ国内か らの要請に対応 しなければ,商 品の
受取 りを拒否 され る場合 も想定 され,ビ ジネス面での影響 も大 きい。
我々,日 常生活において購入商品や贈 り物か ら中味 を取 り出 してみるとあ
まりに多 くの包み紙が使用されているのに驚 き,半 分 はゴ ミを購入 したよう
な気持ちにさえなることが ある。 ドイツでの調査 の結果,年 間発生総量約
3,200万トンといわれる家庭廃棄物 と産業廃棄物 のうち約3分 の1,ボ リュ
ウムか らみると約半分が包装材の廃棄物であ り,そ の処理が早急の課題であ
り,法的規制 を強化することが緊急の問題 とされる。
ゴミは,で きるだけ始めか ら出さない ことだが,製 品の包装 は流通過程 に
おいて品質保護のため欠 くことので きないもの もあるので,全 ての包装を禁
止するセ とは非現実的である。
ゴミ処理活動の目的に合 う環境に優 しい資源の再活用 に寄与できるような
包装材 を生産す る必要が生 じるが,何 を基準 にするかに関 して ドイツ連邦参
院 は,1991年4月19口に環境保護 に有害で生態系破壊 につながる疑 いのある
包装材の リス トアップを要求 し,更 に,環 境適性検査の設置,ま た1991年12
月1日 までにそのような不良包装材の使用禁止項 目を現行 の包装材規制令に
追加するように政府に要請 している。同時にゴミをできるだけ少な くす るた
めに,包 装の程度を製品保護のため必要最低限に抑 えるための規制 も考 えな
くてはならないが,こ の点に関 して も基準の設定 はむずか しいので,実 際に
法律が施行 され るときの一貫性が強 く望 まれる。
具体的に,将 来,ゴ ミの絶対量 を少な くするために容器 の重複利用や包装
材の再利用 をますます促進 させること,再利用不能な場合には,素 材を利用
して他の用途の材料に再生することである。いずれにせ よ,廃 棄物の焼却処
理及び投棄処理を制限 してい く方向性 を明確 に打ち出している。
この政令の適用対象者 となるのは,ド イツ国内企業で,(a)包装 に直接使用
され る資材の包装素材生産者及び包装材料生産者,(b)包装に直接使用される
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資材の包装 された製品の販売業者(含 通信販売業者),(c)輸入業者,更 に,
レス トラン,フ ァース トフー ドチェー ン,屋 台等 も含む。
同政令第3条 では,対 象 となる包装材 を販売,二 重,輸 送の各段階で使用
されるものに区分 して,具 体例 を挙 げている。
A.販 売包装
販売包装材 は,1993年1月1日以降,そ の包装 を使用する商品の生産者 と
販売業者が引 き取 る業務があ り,再利用か,再 生するかいずれかを選択する
必要がある。
販売包装材 とは,最 終消費者が購入商品 を輸送 し,消 費するか,使 用 し始
めることによってその機能 を終 えるものを指 し,例 えば,カ ップ,袋,缶,
バケツ,樽,ビ ン,手 堤,袋 等をいう。
これ は,最 終消費者 による輸送のためのもの,購 入商品の消費及び使用開
始 までの利用のためのものに分 けることがで きる。
B.二 重包装
二重包装 は,1992年4月1日から小売店が準備 した容器による回収が開始
され,ZDFニ ュースで もその様子が紹介 された。流通業者 は,二 重包装材
を再利用するか,素 材の再生を実施 しなければな らない。販売包装 を含む二
重包装材 にはブ リスター,ホ イル,段 ボール,そ の他類似 の補助的な包装材
がある。
二重包装 は}(a)セルフサー ビス方式を可能にすること,(b)盗難防止,(c)宣
伝 の役割 という機能 を持 ち,商 品の20%が二重に包 まれているならば同包装
材 と見なされ る。 これ らは飲料容器 のように回収義務の免除はない。
流通部門では,で きるだけ二重包装 を制限 してい くことが急務 とされてい
る。
C.輸 送包装
1991年12月1日か らは,生 産者 も流通業者 も輸送包装材 を回収,再 利用,
再生 しなければならない。以後,輸 送包装材 は公共,民 間の焼却 システムを
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利 用 した り,投 棄 して はな らない。輸送包装材 は,輸 送 中の商 品 を保護 し,
商品 の落下,横 転 による人 的,物 的損害 の発 生 を防止 す る目的で生産 者か ら
販売業者 までの区間 に使 用 され る。例 えば,樽,缶,箱,袋,パ レッ ト,段
ボール箱,発 泡 プ ラスチ ック梱包材,収 縮 シー トない し類 似 の梱包材 等が あ
る。
輸送包装材 は,(a)流通業者 まで の包装材,(b)最終消費者 まで の包装材 の2
種類 が あ り,販 売包装材 との明確 な区分境界 を判断 す るこ とが難iしい場合 も
ある。
D.デ ポジ ッ ト制
1993年1月1日か ら使 い捨 ての飲料容器,洗 濯 ・洗浄剤容器,ラ テ ックス
ペ イ ン ト容器 について,以 下 の ような預 か り金徴収義務 が課 せ られ る。
容器0.2リッ トル以上 →0.5DM
容器1.5〃 →1〃
容器2キ ログ ラム以上 の ラテ ックスペイ ン ト容 器→2〃
最終消費者 に容器 が渡 るまで のすべての流通過 程 において,販 売業者 は,
この預 か り金 を徴収 しなけれ ばな らない。
しか し,こ の デポジ ッ ト制 につ いて は例外が あ る。消費者 の便利 さと企業
の効率性 を考慮 した場 合,そ れ ぞれ の小売店 で容器 を回収 す るこ とはムダが
多 い。従 って,生 産者 及 び流通 業者 が デ ュアル シス テム ドイチ ュラ ン ド社
(DSD)のような回収 システム に参加 してい るな らば,デ ポジ ッ ト制 の実施
は免 除 され る。
(2)デュアルシステム ドイチ ェラン ド(DualesSystemDeutschland)
販 売 ・二重包装材 もいずれ リサイ クル してい くことにな る。 それ らの包装
材 をその都度,流 通業者 か ら生産業者(ド イ ツ国内)に 返 送 していた ので は
非効率 であ る。 こ こで実質 的 に リサイ クルの受 け皿 となるDSD及 び同社 と
契約関係 にあ るイ ンターゼm社 をは じめOrganisationfurWertstoffen-
sorgungGmbH;VGKGmbH;ReCartonGmbHといった関連組 織が ある。
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政令施行に ともない,消 費材産業,包 装材製造業,食 品小売業の当該産業
部門では 「デュアルシステム」 を新 たなコンセプ トとして導入 した。 このコ
ンセプ トによると,包装材 は最終消費者の近 くで回収 された後,選 別,そ し
て再利用へ と振 り分 けられる。その目的 は,特 に都市部 と地方で深刻 な問題
となっている包装廃棄物の徹底的な回避 ・抑制 と減量化である。問題の解決
にあたって,常 に重要視 されることは生態系上,高 い効果 をあげるだけでな
く,経済的にも採算の とれるシステムをつ くりだすことである。 ゴ ミの減量
化を根本から推進 してい くには,ま ず消費者である国民主体の生活 に即 した
リサイクルシステム,す なわち国民1人1人 が環境保全に取 り組む ことがで
きるもので,な おかつ簡単に参加 できるシステムでなければならない。
使用済みの包装材 を小売店 に持 ち込む回収方法では,資 源 として リサイク
ル可能なゴ ミを家庭で回収する方法 と比べると,ゴ ミの減量化に対 して効果
的で はない。 そこで 「デュアルシステム(並 行 システム)」では}家 庭 ゴ ミ
に対 して引 き取 り回収用ゴ ミ箱 と店へ持ってい く持込回収用ゴ ミ箱 のコンビ
不一ションシステムによってゴミの回収率及び分別率 を高める。 この回収 ・
分別 システムでは,回 収 ・分別 されたものを再資源 として可能な限 り利用価
値の高い原料 として再生することが前提条件である。
デ ュアル システム を特徴 づ けて いるの は,「グ リュー ネプン ク ト(Der
GrUnePunkt)」というマークである。
このマークが表示 された包装材 は 「デュアルシステム」に属 していること
を示 している。 このシステムが最 も重視することは,回 収 された包装材 を責
任を持 って リサイクル してい くことを参加会員企業 に保証 してい くことであ
る。「グリューネプンク ト」が表示 された商品を購入す ることは,消 費者が,
ヨーロッパ全域 に及ぶ最適な 「デュアルシステム」をより早 く確立 してい く
ために貢献 していることとなる。
包装材に 「グ リューネプンクト」マークを使用する際は,デ ュアルシステ
ム ドイチュランド社 と使用許可の契約を結び,使 用料 を支払わなければなら
環境問題 と企業経営会計37
??
、?
?
?
?
?
、
?
?
弦熊饗
"グ リュー ネ プ ン ク ト"表 示 の あ る リサ イ クル 可能 な包 装 材 は,ゴ ミの デ ュ
ア ル シ ス テ ム の基 本 で す。
出所:ド イチ ャー マ ル ク ト('91,12,15号)
ない。使 用料 の基準 は,例 えば以下 の通 りであ る。
包装容器の内容量 1個 当 り(ペニ ヒ)
50ml以下/3g以下 0
50m1-一200m1 1
200m1-一31 2
31-一 一301 5
301以上 20
この使用料収 入 は,全 ドイ ツ規模 での家庭 ゴ ミ回収 システム構築 の為 の運
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営資金 とな る。
包装材 へ の 「グ リューネプ ンク ト」の使用 申請人 は通例消 費材 メー カー で
あ り,特 に,ビ ー ルや洗剤 とい った よ うに容器 を必要 とす る商 品製造 メー カ
ーであ る。 なお,輸 入 品 について は,メ ー カー に代 わ り輸 入業者が マー クの
使用契約 を結 ぶ こ とがで きる。
ところで,こ の 「デ ュアル システム」導入 にあた り設立 された デュアル シ
ステム ドイチ ェラ ン ド有限会社(本 社 ・ボン)の 創 立主 旨 は,包 装材 の廃棄
をやめ,で きる限 り再利 用及 び再生 を してい こう とす る もので ある。 このた
めに同社 で は,4年 間 に70億マル クの投資 を計画 してお り,こ れ は効 率 の よ
い処理 システム と高性能 の選別 設備 の導入 に向 け られ る予定 であ る。
「デ ュアル システム」 を機能 させてい くため には,資 金面 での支援 だ けでな
く,各 個人 同 システム に積 極的 に参加 しよう とす る堅 固 な意 志 と多方面 か ら
の精神 的 な支援 が重要 であ る。 す なわ ち,使 用済 の包装材 を回収容器 に投棄
す る ことを要求 され てい る最終消費者,ま た政 治家,市 町村 自治体,労 組,
業界 団体i企 業及 び その従業員等 の協力 が必要 とな る。 デュアル システム は,
リサイ クルに よって包 装材廃 棄物 の回避 を行 う広範 なプ ログラム を世界 で唯
一確立 した ものであ る。1991年6月に公布 され た包装材廃棄物 回避 に関す る
政令 を実現 させ てい くに は同 システム は不 可欠で ある。
回収 ・再生(再 利 用)シ ステムの導入法 は包装材 の原材料 に よって別個 に
規 定 されてい る。液体飲食 品用 のガ ラス ・ブ リキ缶 ・紙 パ ックのすべて の包
装 材製造 メーカ ー は この 回収 ・再 生 シス テム の利 用 が可 能 で あ る。紙 ・厚
紙 ・ダ ンボール類 の包装材 は,InterserohAG社が回収 ・再生 を任 され,こ
れ ら紙類 を50%以上 含 む包装材 に適用 され る。 プ ラスチ ック及 びその合成包
装 材 について は,プ ラス チ ック加 工製造 業 と再 生 資源 企業 が開設 したVer-
wertungsgesellschaftgebrauchteKunststoffverpackungenmbH社(使用
済 プラスチ ック包装再生有限会社)が 多品種 の プラスチ ック包装材 の回収 ・
再生 を数 品種 に分類 して行 う。 アル ミニ ウム包装材 ・アル ミホイル を含 む包
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DSDのリサイクルシステム 品種別 リサイクルシステム図
消費者 愈
デュアルシステム/
グリュー ネプ ンク ト
再生の保証
古ビンコンテナ
禽
/1＼
白色 緑色 茶色
騨 一 一r
ガラス工業
占 新 聞 ・雑,誌
コ ン テ ナ
ロ
/1＼
分類
一一1
インターゼロ㈱/
製紙工業
包装材用ゴ ミ箱
プ ラxチ ック
再1竺
VGK
使用済プラスチ ッ
ク包装再生(有)
飲料 一
紙パ ック ブ リキ アル ミニ ウム
一十 … 一ト 十ー …
リ ・カー
トン(有)
鉄鋼業 ドイツアル ミニウ
リサイクル(有)
出所:ド イチ ャーマル ク ト(前 掲書)
装材 は,DeutscheAluminiumVerpackungRecyclingGmbH社(ドイ ツア
ル ミニ ウム包装再 生有 限会社)が,回 収 ・再 生 を行 う。
以 上 のよ うに,多 品種 に及ぶ包装材 の回収 ・再生が行われ てお り,ま た,
これ らのシステム は海外 か ら輸入商 品,包 装材 について も適用 され る。
デ ュアル システム業務 の中で重 要な 目標 の1つ は,消 費者 の リサイ クル活
動 の意uを 高め る ことで もある。 市民1人1人 の 日々 の協 力 な しには,他 の
ゴ ミ発 生回避 システム と同様 に,こ のシステム も機能 しない・市民 は環境保
護活動 において も身近 に参加 しやす い システム を選 ぶ。環境保護i活動 に何 ら
かの形 で関係 してい く意識 はすべての人 間が潜在 的 に持 ってい る もので,こ
れ を基礎 にゴ ミ発 生回避 に有効 な手段 をい ろい ろなキャンペー ン活動 を通 し
て情報提供 を してい くのが デュアル システム ドイチェラ ン ド社 の任務 で もあ
る。
1991年5月15日現在,同 社 の会員企業 は約400社で あ る。
この ようなデ ュアル システム に対 して批判 もあるが,そ の多 くは同 システ
ム に関す る情 報不足 に よる ものが大半 であ る。
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デュアルシステム業務分担
包装材利用者
(消費材 メーカー)
DSD有 限会社
参加企業
包装材資材 メーカー
包装材 メーカー
消費材 メーカー
流通業者
ラ イt.x貸
与"プ リュー
ム ブンクズ
・・⇒
鱗
華
粛
潔
＼/
自治体
ぐ協力〉
廃棄物処理企業
回収,分 別,供給,
分別後の不必要な廃棄物の処理
〈協定〉
市民
原材料 原材料
＼ノ
一
＼ノ
巌業
包装材資材メーカー
包装材メーカー
/
V
ガラス回収関連会社 ＼
Y
＼
インターゼロー㈱
販売
市場育成
保管
再生新技術の促進
/ VGK
使用済 プラスチ ック包装
再生有限会社 VV
/
V
リ ・カー トン有 限 会社 〉
G
回復廃棄物の供給
出所 ドイチ ャーマル ク ト(前 掲書)
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ガラス再生システム
デ ュアル システム ドイチュラ ン ド
廃棄物処理企 業
■ブリングシステム及び引き取りシステムによる回収
保管コンテナ/有用素材用のゴミ容器
自,緑,茶の色別のビンの仕分け
最大許容混入率%
白色ガラス 緑色ガラス1% 茶色ガラス2%
緑色ガラス 白色ガラス15% 茶色ガラス10%
茶色ガラス 白色ガラス3% 緑色ガラス5%
■分別後の不必要な廃棄物処理
■発送準備
DSD/廃 棄物処理企業 と再生企業の接点
■ガラス工業或いは再生システムによる
廃棄物の受け入れ
■ガラス1二業 とのコンタク トセクション
■回収廃棄物の分配
口市場育成/市場開拓
■在庫管理
曝再生新技術の促進
出所 ドイチ ャーマル ク ト(前 掲書)
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同システムは,む しろ中期的な視野 に立 って,包 装材 の使用 を最小限度 ま
で制限 していこうとする主旨を強 く打ち出し,ま た,す べての分野において,
競争に中立であ り,経済的に有意義,そ して参加企業の承認 によって業務 を
遂行 してい くことを前提条件 としてし、るので瀦 。
以上が,爆 発的に増加するゴ ミから環境 を保全 し,そ の減量化 ・再利用 ・
再生を促進するために ドイツで施行 され,各 国に影響 を与 えつつある 「包装
廃棄物回避 のための政令」の紹介である。
2.個 別企業の対応
α)璽 化学工業
① ヘ キス ト社
アニ ュアル ・レポー ト1991では,「環境保全 」 に2頁 を費や してい る。
同社 レポー トに よれ ば,安 全 と環境保 護 に対 し,先 見性 と責任 を もって活
動 す る ことが重要 であ る と確信 してい る。 同社 の環境保 全 に関 して は,1882
年 の同社染料 に関す る本 社工場規則以来,伝 統 があ り,今 日で は,ヘ キス ト
の環境保 全 サー ビス部 門 だ けで も,世 界 中でお よそ600人もの人々が,環 境
保 全専門 に働 いてい る とい う。
同社 で は,排 出物 資 を監視 や軽減 す るだ けで な く,製 品や製法 を改善 して
汚染防止 を図 り,再 利 用活動 を増大 させ てい る。例 えば,ポ リエ チ レンとポ
リプロ ビレンの生産段 階で プロセ ス ・エ ンジニ ア リング改善 に よって,ご く
わずか な固形 ・液体廃棄物 や排 ガス を発生 させ るに とどまってい る とい う。
また,同 社 は,素 材 の リサ イ クル ・システム制度 の創 設 に も着手 してい る。
ポ リプ ロピレン,塩 化 ビニル,ポ リエステル等 の リサイ クル ・プロジェク ト
もすで にスター トさせ,冷 媒R134aでは 「回収 」保証 付 きのパ ッケー ジ販
売 も予定 している とい う。
さらに,環 境保全対策 や リサ イ クル計画 を検討 す る場合 ,そ れ を助 けるた
めのエ コロジー面 でのバ ランスシー トを作成 す るこ とがで きる。 このバ ラ ン
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スシー トによって,種 々のパ ッケージ ・システム等の選択肢の長所 と短所 を
エコロジー面から比較可能 となるが,同 社 は,こ のようなエコ ・バランスシ
ー ト作成のための基準 を専門家 による独立組織で設立 し,社 会全体 の利益を
考慮に入れ作成す ることを提唱 している。
後半 は,同 社の,(イ)水質汚染防止,(ロ)大気清浄化,の 廃棄物処理 に関 して
述べている。
水質汚染防止に関 して,同 社 は,ド イツ国内のプラン トだけで も,22ユニ
ッ トの大規模な排水処理施設が稼動 してお り,加 えて,そ れぞれの排水の流
れ予備浄化,ま たは特別 に浄化す る施設が573ユニ ッ トある。それ故,同 社
の環境保全のための支出のうち約5割 が水質汚染防止 に使われているとい う。
大気清浄化 に関 して もヘキス ト本社工場で残留物焼却プラン トか ら排ガス
浄化装置 を追加設置 し,1996年施行 ダイオキシン排出規制 よりも2年 早 くこ
れに対応 しようとす る積極的な姿勢 を示 している。
廃棄物処理 に関 しては,資 源 を節約するために発生する残留物 を極力少な
くし,残 留物 については再利用に最大限努力 した結果,1991年のヘキス ト社
における再生率 は78%に達 した という。 また,再 利用不能 な残留物の焼却プ
ラン ト建設 も計画 している。
②BASF社
アニュアル ・レポー ト1991では 「環境保全 と安全」 に2頁 を費や している。
同 レポー トによれば,「環境保全 と安全」 は同社 の当面 の努力課題 である
と同時 に経常的な業務の一つであるとしている。
同レポー トでは,具 体的に,ル ー トヴィッヒスハーフェンでの環境対策 と
安全対策のため10億マルクの大規模投資計画が,ほ ぼ完了 した ことを述べて
いる。 この計画 は,プ ラン ト事故 による環境破壊 のリスクを減 らし,長 期に
わたる廃棄物 の放出を削減 し,安 全対策を講 じるというものであるという。
汚水排出量に関 し,ル ー トヴィッヒハーフェンでの生産量が1973年か ら今
日までに40%増加 したにもかかわ らず,同 社がライン川に放出している排水
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量 は,廃 水処理プラン トが稼動 を開始する前の年 と比べて95%も削減 された
という。
このような環境保全対策や資源の効率的な利用のため,環 境保全施設の運
営費が急増 しているようである。
③ バイエル社
アニュアル ・レポー ト1991では,同 社 もやは り 「環境保全」に2頁 を費や
している。
「責任感 を持 った包括的環境保全」が,最 大限の安全1生,製品の高品質性,
最適経済性と同 じ水準の目標であるとし,1991年度には環境保全分野 の運営
費 に14億3,000万マルクを費や している。
同社 は,生 産 の上昇にかかわらず,化 学的酸素需要の総量をパ ラメーター
で計測 して,排 水中の有機物質を1981年以降67%削減 し,ド イツ ・バイエル
社 は全工場の有機物量 を過去10年間でほぼ3分 の2ま でに減少させている。
このような努力の結果,同 社 は環境保全の分野では首位 になったという。
しか し,環 境保全 は経費の面か らみれば,特 に工業関連事業分野 における同
社 の競争力を後々 まで も脅かすことな く負担 しうる限界にまで達 していると
いう。 それゆえに,同 社 はyド イツのみに対する現行 の環境税 の強化及び追
加導入 に強 く反対 している。環境保全に関する法律の制定 とその施行につい
て,ド イツのみが独走することな く,国際的協調が優先 されるよう唱えて,
世界で最 も厳 しい ドイツの環境法に関 しても批判 している。
② 自動車産業
④ フォルクスワーゲン社
アニュアル ・レポー ト1991の2頁を費や し,総合的な環境保全 コンセプ ト
か ら製品ライフサイクル全体 を考慮 した環境保全及 びそれに関す るグローバ
ルな課題 まで論 じている。
同社 は,ヨ ーロッパ自動車産業 の中で初めて,1991年,取締役会 に 「環境
と交通」部門を設置 した。 この部門の設立 は,環境保全対策の意義 を強調 し,
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これを企業経営か ら切 り離す ことので きない重要な分野 と見倣 したことにあ
るとい う。
同社 の環境保全思想を実行 に移すため練 り上げたコンセプ トには,企 業の
全ての部門が関係 し,ま た一つの製品が,研 究 ・開発 され,製 造 され,使 わ
れ,最 後 に環境 にやさしい形で再利用されるまでの,製 品のライフサイクル
全体が考慮 されている。
先ず,同 社 は長年 にわた り,エ ネルギー消費量を減 らし,環 境への影響を
少な くする自動車駆動技術 の研究に力を注いで きた という。
例 えば,1993年から販売するエコ ・ゴルフは,ア クセルペダルから足 を離
す と同時 にクラッチが切 り替 えられ,自 動制御でディーゼル ・エンジンが停
止 されるよう設計 されている。その結果,市 街地走行テス トでは燃費20%を
減少 し,各排ガス成分 によっては10%から50%まで抑制 されているという。
次 に,製 造工程で も資源を守 り,公害 を防 ぐことあるいは減 らすことが必
要不可欠である。
同社では,50年以上 も前 に国内では例 を見ない水資源利用の基本計画を策
定 し,そ れは今 日で も模範的であるとの評価 を受 けているという。中央浄化
施設 とその他の工場内各所 に設置されている浄化 ・処理施設において様々な
循環系に工夫をこらし,工 業用水の内の飲料に適する水を使用す る割合を,
非常 に低 く押 さえることに成功 した。1991年に利用 した3億6,650万㎡ の用
水のうち,飲 料水 は僅 か560万㎡で,リ サイクリング率 は98%に達 した。 ま
た,排 水処理改善の結果,循 環利用 も拡大 し,1973年以降ウォルフスブルグ
工場での飲料水消費 は40%節約 された という。
更 に,塗 装面では新 しい設備 を導入 し塗装工程での汚染物質の総排出量削
減 に成功 している。 また,完 成車 をディーラーに配送する際に施 され るコー
ティングワックスでも,現 在では無溶剤の ものを使用しているという。
同社の生産工程で はオ ゾン層 を破壊 す るフロンガス含有冷媒 の使用 を,
1992年半ばから使用停止することにしている。
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最後 に,有 害物質排 出の少ない自動車 を開発 し,環境 に配慮 した生産 を行
うこと,並 びに使用済車両の再利用が同社の重要な課題 となっている。
ドイツ国内では年間200万台の車両が廃棄処分 されているが,自 動車の重
量の75%は鉄,銅,ア ル ミニュウム等の金属で占め られてお り,さ れ らの材
料 は,今 では再利用されている。 しかし,再 利用には新 しい材料 を使用す る
より労力 とコス トがかかる。 それ故,ゴ ル フIIIでは,再 利用可能な構成部品
の使用を,開 発 と材料選択の第1段 階か ら考慮 している。具体的には,自 動
車の寿命が尽 きたときに解体 しやす く,合成樹脂パーツと金属パーツを簡単
に分離で き,最終的にはライフサイクルを延ばすような,わ か りやすい設計
をした。そのため,リ サイクル可能 な合成樹脂パーツの使用 を増や し,今 で
はフォル クスワーゲンで使用されている熱可塑性合成樹脂の多 くは,再 利用
可能 となっている という。
更 に,フ ォルクスワーゲ ン社 は,環 境に適 した経済活動のための産業構想
を作成する内外の会議等に積極的に参加 しているという。
⑤ ダイムラー ・ベ ンツ社
アニュアル ・レポー ト1991では 「環境保全」に関 して特別に頁を割 り当て
ていないが,エ ッツアル ト・ロイター会長が 「株主な らびに支持者 の皆様
へ」の中で,こ れに関連 して批判的に以下のように述べている。「最近では,
メディアが益々発達 し,公衆 に対 して政治上,経 済上 または環境上の危険 に
ついて膨大 な報道を次々 に投げつけることが習いとなってきました。勿論,
真実や真剣 な問題を反映す るもの も多数あ り,そ れ らは,当 社にとっても正
に直接的な関連 を有 しています。 しか しながら,今 ,幾 分 ゆがんだ描写が提
示されてお ります」 と環境対策等はすでに実施 しているのに,更 にメディア
か らの批判があることに苦言を呈 している。
ここでは,ダ イムラー ・ベ ンツの総売上高の約70%を占める基幹企業であ
るメルセデス ・ベンツが環境 に最 も配慮 した 「ニューSク ラス」について紹
介する。
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これ まで生産 の現場 で使 用 されて きたCFCは 廃止 されて,発 泡 の補助 材
に は水蒸気が使 われ た。 プラ スチ ック部 品 の離型材 として使 われ たCFCも
溶 接時 のCFCも,新 し く水分 をべ 一 ス としたエマ ル ジ ョンが とって代 わ っ
た。塗料 の中か ら重 金属 を除 き,有 機溶 剤使 用 のペ イ ン トか ら水溶性 ペ イ ン
トに切 り替 え,イ ンテ リアに は熱帯林 に代 え,カ リフォルニア風 の くるみの
木 目を使 うとい う。
「ニ ューSク ラブ」の特徴 で もあ る トー タル ・リサイ ク リング ・プ ロジェ
ク トに基づ き,100グラム以 上 のプ ラスチ ック部 品 に は素材 マー クをつ け,
同 じ素材 ごとに回収 しやす く配慮 してい る。 それ までに冷却材,エ ア コンシ
ステム,エ ンジ ンを トラ ンス ミッシ ョンのオ イル,バ ッテ リーの酸 な どはす
でに回収 されて きたが,こ れか らは様 々なプ ラスチ ック,バ ッテ リー,カ タ
ライザー,テ キス タイル な どもまた,新 しいメルセ デス ・ベ ンツに戻 ってい
くことになる とい う。以上 の個々 の環境保 全対策 は他社 で も部分的 に実施 し
て いるが,そ れ に もか かわ らず,メ ルセデス ・ベ ンツの環境対策車 「ニ ュー
Sク ラス」 はあ らゆ る意味 において完壁 で あ ろう としてい る とい う。
この 「リサイ クル を見込 んだ車 」 は,1991年3月7日 ジュネー ブのシ ョー
で登場 し,初 めて本格 的 に使用す る車 にな る。 同社 は,製 造用材料 の節約 よ
りもリサ イ クルで廃棄物汚染 をふや さない方法 を選択 す る ことで問題 を解決
しようとしてい る。車 の リサイ クルのための コス トは高 いが,そ れ に もかか
わ らず,部 分 的 には採算 を度外視 して も実施 す る とい う。
「ニ ューSク ラス」 の特徴 の1つ にロ ング ・ライ フ ・カー とい う思想 もあ
る。すべて の部 品 の寿命 を長 くすれば,廃 棄 され る自動車 の数 も少 な くな る。
ボデ ィを腐食 か ら守 るメ ッキ,ペ イ ン ト,コ ーテ ィング,ワ ックスな ど錆 び
ない素材 の研究 は,ロ ング ・ライ フの一環 として取 り組 まれ た。 その ため に,
設計 の当初 か ら腐食 されやす い部 分 のデザ イ ンが問題 になった。 これ まで メ
ッキ処理 されて きた部 品 を総 点検 し,希 少 な亜鉛 を節約す るために も,腐 食
の心 配 が あ る と判 断 され る部分 の み に メ ッキ を施 す こ とに な った。 「ロ ン
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グ1
)ライ フ.サ ー ビス は間接 的 に資源 を鮪 し・ ス クラ ップの数 を少 な く
す る」 と同社 は考 えてい る。
川 企業会計と環境問題
環境問題 は前章で見 たように,い まや,企 業経営 において決 して避 けて通
ることので きない問題 となっている。本章では,こ のような環境問題 に企業
会計が どこまでアプローチで きるか,企 業における環境情報 ディスクロージ
ュア,環 境 コス ト及び環境監査 にかかわ らせて検討する。
1.環境情報のディスクロージュア
企業経営上,環 境問題 とかかわ らない ものはない。今や,地 球 は無限の存
在ではな く,単 なるこわれやすい宇宙船に過 ぎない。狭 い宇宙船の中で は,
かってのように環境 を犠牲 にして経済合理性のみを追求す ることは許 されな
い 。
それ故に,企 業 により多 くの環境情報の開示 を求める声が高 まりつつある
。
企業 においては経営運営上・その企業 をとり巻 く環境 とどのようにかかわ り,
その環境 にどのような影響を与え,そ れをどのように処理 して環境保全に努
めているかに関 して情報 を提供 しなければならない。例 えばyあ る企業では
生産活動 において化石燃料 をエネルギー源 として大量 に使用 して,大 気温暖
化に影響 を与 えている場合,10年前にはそれに関 して全 く考慮 してなかった
が,現 在で は排気 をどのような装置によって冷却 ・清浄化 しているか,そ の
ためのコス トをどの程度要す るか,ま た,今 後の目標 としてどの程度 まで大
気の清浄化が可能であるか・ そのために試験 ・研究設備装置 にどの程度の資
金 を要 し,そ れが企業経営に どのような影響 を与 えるか情報 を開示する必要
がある。
1990年6月EC理事会で採択 された 「環境へのアクセスの自由」 とい う指
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令では,水 質,大 気,土y動 植物等の 「環境の状態やそれに影響 を与 える
行為およびそれらを保護する措置」などについて,国 や地方レベルの公の機
関が保有する情報 を,あ らゆる法人に対 して,そ の求めに応 じて公開する制
度を整備す ることが加盟国に要求 され,競 争条件 を平等にしようとしてい る。
イギ リスではすでに90年に成立 した環境保護法によって,企 業が公共機関 に
許可申請 した環境汚染量 は公開されるようになっている。同国の環境保護団
体 ・地球の友 は,こ の公開情報 にもとついて,公 共下水道への有害物質排出
許可量の多い上位100社を公表 している。 また,ア メ リカで も,各 工場が排
出した有害物質の量 を公開する 「地域の知 る権利」法の成立で,企 業の環境
対策が格段 に前進 した(日 本経済新聞1992年10月5日)と言われる。
現代企業においては,私 的経済利益の追求 と同時に社会的貢献 も要請され
る。企業の社会的貢献 として環境保全活動 は最 も重要なものの1つ である。
現代社会 においては,こ のような環境情報の開示が益々要請 されるようにな
ってきているが,こ の開示 は企業の環境保全活動の公表で もある。その際,
開示情報 は,業 種,規 模,業 績等によって異な り,そ の情報が必ずしも適正
に表示 されない ことも考 えられるので,最 低限の開示を企業に促すためにも,
また競争条件 を平等化するためにも環境情報開示に関する基準 または規則の
ようなものが欧米に限 らず,他 の国々において も必要 となろう。
2.環境 コス トと原価計算
環境破壊 による損害 は,誰 が負担すればよいか,そ れは環境破壊 の加害者
で も被害者で もある企業 ・消費者が最終的には負担 しなければならない。
環境を保全す るためのコス トは,最 終販売価格 に加 えて回収 しなければな
らない。例 えば,缶 ジュースを飲 んだ後の空缶 は,散 乱 して道路,車 中等を
汚 し,障 害物 ともなる。それ を清掃 した り,処分 した りするためのコス トは,
それを飲んだ人,そ れを製造 した企業が負担 しなければならないコス トであ
6)
る。 こ の よ う な コ ス ト は汚 染 者 負 担 の 原 則(Polluterpaysprinciple)にし
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たが って製品販 売 コス トの中 に算入 して回収 す る必要が あ る。 これ をいわ ゆ
る環境 コス トの内部化 とい う。
この ような考 え方 に したが って,環 境保 全 のための コス トを製 品企 画 ・設
計段 階か らライフサ イ クル コス ト(1ifecyclec・sts)として組 み入れ,処 理,
廃棄,リ サイ クル を前提 とした原価 の管理 を行 うこ とが必 要で ある。 このラ
イフサ イクル コス トの計算対象 には,製 品の完成 にいたる まで に発生 した原
価 と,そ の後 に発生 す る と予想 され るす べての原価,お よび処分価値 お よび
その他計量可能 な便益が含 まれ る。 一般 にsラ イフサイ クル コス トへの考慮
は,製 品の企画 ・設計段階で行われ2 。
環境破壊 に関してある程度,因 果関係が はっきりし,個 別的に把i握可能で
責任 の所在 も明確なものはよいが,大 気 ・海洋 ・河川汚染s酸 性雨,砂 漠化
等のように広範囲で,加 害者に負担不能な もの,全 く因果関係が不明確なも
のなどは,汚 染者負担原則通 りにはいかない。そのようなものに関 しては,
企業 ・消費者合意の上で環境税 を導入 し,そ の財源 によって環境 の保全 ・維
持に努めなければな らない。 この場合,環 境税 も企業が産出する財貨用役の
最終販売コス トの一部を形成する環境 コス トとして算入 されなければな らな
い 。
3.環 境 監 査
q)経営管理の用具としての環境監査
消費者の地球環境への関心が高 まるにしたがって,環 境へ多大な影響 を及
ぼす企業への監視の目も更に厳 しくなっている。およそあらゆる経済社会活
動 について環境 との係わ りが問われ,環 境保全への責任が求め られるように
なった。それ も単に汚染物質の排出行為だけでな く,原 材料の選択,購 買,
製造,販 売や輸送,廃 棄 ・処分の方法 といったあらゆる側面が環境保全に係
わ りな く済 ます ことがで きな くなった。 こうした動 きは,も ちろん行政にも
新 しい対応 を迫るものとなっている。 このような必要性か ら新 しい経営管理
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8)
のための用具の1つ として環境監査が誕生 した。
国際商業会議所(lnternationalChamberofCommerce)1989年の環境監
査に関す る意見書の定義 によれば,「①環境に関す る経営管理上 のコン トロ
ールを促進 し,②会社が定めた環境 に関する方針(法 基準の充足 を含む)の
遵守状況を評価する。そのことにより,環境保護に役立つ目的を持つ組織 ・
管理 ・設備が どの程度,機 能 しているかを組織的,実 証的,定 期的,客 観的
に評価するもの」であるとしている。
また,EC委 員会の提案のうち90年末 に発表 された草案 は,58業種 の一定
規模の企業 に環境監査 を義務づけるという画期的なものだったが,産 業界か
らの反発が強 く,91年6月の修正案で は 「義務づ け」 という文章が消 えた。
しかし,当 初草案内容のうち,環 境報告の公表,外 部者 による検証等が受け
継がれている。 この 「検証」は,実 施 された環境監査の信頼性および公表 さ
9)
れる環境報告書の妥当性 を検査するものである。
この環境検証人 は,EC加 盟各国が認定 したものであれば・内部者'外 部
者 を問わない。検証人 による検証 とい う面で はICCよりも更 に進 んでい る
が,環 境監査 を経営管理用具 としてその内容 を定義 している点で はICCの
もの と同様である。
② 企業の環境問題への対応
地球環境問題への国際的対応 に見合 う国民経済 レベルでの対応 と同時に個
別企業 レベルでの対応が要請 される。
企業の環境問題への対応 は,技術面及び経営管理面での対応が考 えられる。
技術面の対応で,炭 酸ガスの排出量が環境基準や自社基準を遵守 しているか
否かを調べ,そ の結果を各 レベルの経営者にフィー ドバ ックして管理者の意
思決定に役立てる管理 システムを構築するのが経営管理面での対応である。
経営管理者が,最 初 になすべ きことは,環 境 にいかに対応するかを表明 し
た経営方針 ・環境方針を定め,環 境問題に専念す る組織,例 えば,地 球環境
部,環 境問題対策部,環 境保全部等の環境部門を設置することである。環境
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部門には環境 に沿 った企業 の活動 と環境 との調和 を図る役割が期待 される。
環境部門で は,環 境情報 システムを通 じて収集 された環境情報の適確性 の
保持及び社内各部門における環境管理活動の妥当性の評価等の監査 を必要 と
す る。
環境部門,環 境情報 システムおよび内部環境監査等から環境管理 システム
が定着 し,環境情報 の開示がなされ るためにはs第三者による監査が必要 と
なる。 この監査 には,公 認会計士,税 理士,経 営診断士,経 営コンサルタン
トのような会計経営専門家 ばか りでな く,自 然科学,技 術面の知識 をもった
作業環境測定士,公 害防止管理者等のような専門家,学識経験者等 も加わる
ユU)
必要がある。 そうすることによって,初 めて経営管理 ・技術面か らの満足す
べ き監査が可能 となる。
お わ り に
今 日ほど,環 境問題が緊急で,注 目を浴びている時代 はない。先 日のNA
SAの 発表では,オ ゾン層が昨年 よりも更 に15%破壊 されたという。 このよ
うな現実 を直視 して,現 在 の豊かな生活 を少 しぐらい後退 させても,環 境問
題 と真剣に取 り組むべ き時である。
環境問題 を解決す るためには,企 業,消 費者,更 には人類全体が存亡 をか
けて闘わなければならない時代がす ぐそ こに来ている。
会計学の分野で も,伝統的な領域 のみにその研究領域 を限定 しないで,現
代企業及び社会に多大な影響 を及ぼ している環境問題に もその技法を利用す
べ きである。資本主義のマイナス面 を是正するためにもその役割 を果 たさな
ければな らない。 そのような会計 こそがf真 に企業経営のための会計 となる
であろう。
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注1)拙稿 「地球環=境問題 と企業経営」『原価管理士 だより』第253号(1),第254
号②。
2)同上。
3)地球 の友編 『市民が地球を採点 した環境サ ミッ ト'90』(岩波ブックレット
No.216)71頁及び最終頁。
4)本節 は,主 に 『ドイチャーマルク ト』1991年12月15日(臨時増刊)号 によ
った。
5)竹原あき子 『環境先進企業』 日本経済新聞社,1991年,140頁～152頁。
6)OECD環境委員会編 「OECD環境 白書」中央法規,1992年,301頁。
1960年代終わ り頃,汚 染者 に汚染の費用を支払わせるという 「汚染者負担
の原則(ppp)」が生 まれたが,そ の内容 は時代 とともに徐々に変化 してい
る。
経済学的観点からは,pppの基本的な考 え方は,品 物やサービスの価格 は,
生産 コス トや環境資源 を含 む使用された資源のコス トを十分に反映すべ きで
ある。排出,放 出,廃 棄物保管のために空気,水,ま たは土地を利用するこ
とは,そ の他の 「伝統的な」生産要素である労働や物質の使用 と同様 に資源
の利用である。 こうした利用に対 し支払いがなされない場合 には,こ れ らの
環境資源が浪費 され劣化 しさらには破壊 さえされる。pppは汚染者に環境資
源の利用や劣化 に対するコス トを 「内部化させる」 ことにより,こ れを修正
しようというものである。 しか し,こ のようなコス トは,因 果関係 を判断す
ることが きわめて困難なため,実 際にはしばしば汚染防止のコス トを負担 さ
せ られ る。
PPPを一律 に国際的 に適用 するこ とを奨励 するために・1972年・OECD
委員会 は,一 部例外を除 き,pppは加盟諸国の汚染防止の基本的原則 となる
べ きことを明文化 している。
pppは新 しい,ま た変化 しつつある環境問題について対応するためにも,
引 き続 き改善 されな くてはな らない。しか し,pppが将来 どのように進展す
るかにかかわ りな く,環境資源利用のコス トを経済的価格メカニズムに組み
入れることは,こ のような資源が未来の世代のためによりよく管理 されるこ
とを確保するための,重 要なステップである。
54国 際経営論集No.41993
7)櫻井通晴 『企業環境の変化 と管理会計』同文舘,平 成3年 発行e154頁。
8)小林光稿 「環境行政の新 しい方向 と環境監査への期待」『JICPAジャーナ
ル』Vo1.4No.6(1992年6月)17頁。
9)倉 阪智 子稿 「環 境監 査 とは何 か」 『JICPAジャー ナ ル』Vo1.4No.1
(1992年1月)56頁。
10)河野正男稿 「環境監査 の動向 と構 図」 『JICPAジャーナル』Vol.4No.6
(1992年6月)20,22頁。
我が国で は,東 京電力に対 し320名の株主か らその定款の一部を変更 して
環境監査役を設け,環 境監査を実施 するよう平成4年6月 の株主総会で提案
がなされた。 しか し,取締役会側 は,東 京電力では環境保全を経営の重要課
題の一つ として これに対 しさまざまな施策を実施 してお り,ま た監査役によ
り,そ の重要性を踏 まえた適切 な業務監査が行われている。 したがって,取
締役会 としては,新 たに環境監査役 を設 ける必要性はないと判断 してお り,
今後 も現行 の態勢のもとで全社一丸 となって環境保全に取 り組んでい くとし,
株主側の提案を否決 した。
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